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１．研究開発プロジェクト名 

新興感染症に対する非特異的対策のための行動変容と科学コミュニケーションに関する合

理化および最適化研究 
 

２．研究開発実施の具体的内容 

 
２‐１．研究開発目標 
新型コロナウイルス感染症の流行対策は、数理モデルを含む各種科学技術が実装される

機会であった。しかし、第1波の初動危機管理では政府の危機管理に比して過度な先回り

が指摘され、長引くパンデミック対応の中で、流行対策の科学的助言や政治と科学の役割

分担のあり方を見直さなければならない機会であることも強く認識された。特に、日本に

おける新型コロナウイルス感染症の非特異的対策（基本的対処方針）においては、接触の

自主的な削減や1つひとつの感染対策が要請に基づいて実行され、それは諸外国のロック

ダウンと比して極めて特異であった。明示的な個人レベルの罰則を講じなかった一方、世

間の同調に対する圧力の下で対策が成立していたことが否めない。社会的にはパンデミッ

クの喧騒が落ち着きつつも未だ流行自体が続く中において、複数回の予防接種が人口内に

行き渡ったいま、本研究では次のパンデミックも視野に入れつつ、（1）同調の社会的メ

カニズムや感染対策の習慣化のあり方、（2）科学的助言の体制作り、（3）社会での対策

の合理化・最適化に対峙する。 
本研究では、以下の疑問点について明示的な回答を与えるべく研究実施に着手した： 
1．同調が存在する社会は良かったのか？同調が圧力となって作用したことの問題点と

は何か？ 
2．科学的助言を行い、呼び掛けを行う主体はどこであるべきか。ガイドラインとして

科学的情報の発信源について一定のルール作りを行うことは可能か？ 
3．無批判に「もと通りの暮らし」に戻るのではなく、流行対策がカスタマイズされて

習慣化された「つらくない社会」とは日本ではどのようなものか？どのようにすれば継続

可能なのか。 
上記のゴールは設定するが、進捗に応じて柔軟に研究アウトプットや提言の周知につい

てゴールの設定をより拡大することを含めて検討するよう努めた。 
 
２‐２．実施内容・結果 
（１）スケジュール 

具体的な分析対象に分けて以下の実施項目に取り組んだ． 
3年度目となった令和６年度は、各課題で骨格を成す役割を果たす細目研究課題に取り

組み、流行対策の評価とそのコミュニケーションおよび習慣化に関する調査とデータ分析

を行った。研究期間全体を通じて，同枠組みの研究成果を省庁や政治のニーズによらない

場で研究として完遂させたうえで実装経験のための勉強会での報告を積み重ねるよう努め

た．また、国際比較や習慣化レビューと専門家インタビューにはそれぞれ初年度から取り

組みはじめてきた。3年度目には、要請に基づく流行対策の事後評価に定量的分析の結果
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の取り纏めを実施した。 
 

研究開発の実施項目 
令和4
（2022）年

度 

令和5
（2023）年

度 

令和6
（2024）年

度 

令和7
（2025）年

度 
要請に基づく流行対策の評価・因果推

論 
    

同調・呼び掛けに関するモデリング     

要請ベースの政策に係る提言書の作成     

海外類似事象の調査 
 

   

COVID19関係者への取材     

発信された情報の拡散データの取得・

解析 
    

行動変容データの取得・解析     

習慣化の文献的レビューと事例検討     

感染予防における同調の検討     

数理モデルと心理学の協働分析     

 
 
（２）各実施内容 

要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

 実施項目(１)-①：要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

 実施内容： 

令和4年度から継続して要請ベースの対策の評価検討を行った。要請に基づく流行対

策の評価について細分化した計画を進め、緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置、および、

それらとヒトの移動・行動（夜間繁華街滞留）などとの関係に関して研究を進め、その成

果について取り纏めを開始した。未だ緊急事態宣言の効果の因果推論は分析途中である

が、計画通りの分析が展開されている。 

期間：令和４年１０月～令和８年３月 

実施者：西浦 博（《京都大学》・《教授》）ら 

 

科学コミュニケーション：海外類似事象の調査、および、COVID-19関係者への取材 

 実施項目(２)-①、②：海外の類似事象との比較検証、COVID-19関係者への取材と

解析 

 実施内容： 

令和4年度から取り掛かりをはじめたCOVID-19関係者への取材について検討を続けた。

その過程を通じて、これまでの関連研究の国内での進捗状況や海外の先行事例を理解する
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こともできた。特に、メディアが果たせる役割の特定なども含めたオリジナル研究の計画

を進め、また、提言可能な科学的情報の発信に関する交通整理のあり方について議論の進

捗を図ってきた。 

期間：令和４年１０月～令和８年３月 

実施者：野口 範子（《同志社大学》・《教授》）ら 

 

習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防における同調の検討 

 実施項目(３)-①、②：習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防における同

調の検討 

 実施内容： 

既に上記の通り、本研究グループのキーワードは「同調」および「習慣化」である。令

和4年度の最後までに習慣化の可能性について、第1回目の調査を開始し、その成果として

日本におけるマスク着用は必ずしも習慣化されていないが着用率が諸外国に比して高いこ

とを報告した。また、その途上でマスク着用の習慣化の可能性や緩和に伴う個人レベルで

の感染対策に関する考え方の提示などを行った。令和5年度はその時間に依存した変化に

遅れることなく、まずは本研究で得られた成果を国の専門家提言（厚生労働省新型コロナ

ウイルス感染症対策アドバイザリーボード）での報告に反映できるよう作業を行い、実際

にマスク着用の効果に関する科学的見解について報告することができた。 

加えて、社会会心理学者の立場から、同調の社会的メカニズムや習慣化の過程について

検討を行う作業を開始した。「つらくない」ニューノーマルの作り方に関する見解を提供

するが、前年度はまず数理モデルを利用した同調メカニズムの影響について定式化・分析

を開始した。習慣化の成功事例に関してはレビューを継続する予定である。 

期間：令和４年１０月～令和８年３月 

実施者：碓井 真史（《新潟青陵大学》・《教授》）、および、西浦 博（《京都大

学》・《教授》）ら 

 
［当該年度における研究開発の内容・進め方］ 

要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

当該年度の到達点1： 緊急事態宣言の効果（人口レベルのインパクト）に関する因

果推論の結果を取り纏める 

実施項目(１)-①：要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

実施内容： 

昨年度から博士課程大学院生を登用して分析に取り組んでいる要請ベースの対策、特

に緊急事態宣言の評価検討を行う。要請に基づく対策の場合、接触の回避行動などは自主

的な判断によるため、自主的な行動を取る原動力となるリスク認識が重要な役割を果たす

と考えられる。昨年度までにまん延防止等重点措置が科学的に合理的であることをクラス

ターデータの分析を通じて実証したので、今年度と来年度は緊急事態宣言による流行抑制

効果に関する因果推論を行い、原著論文を掲載した折にはその成果について積極的にコミ

ュニケーションを図る。 

期間：令和４年１０月～令和８年３月 

実施者：西浦 博（《京都大学》・《教授》）ら 
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当該年度の到達点2： マスク着用を自己判断とした影響評価を研究論文として取り

まとめる 

実施項目(１)-②③：同調・呼び掛けに関するモデリング、要請ベースの政策に係る

提言書の作成 

実施内容： 

政府の判断により、令和5年2月以降、日本では全ての屋内でマスク着用をすることを

勧奨することが中止された。病院や高齢者施設を除いて「個人の判断」であることが強調

され、これまでと異なりマスク着用に関する同調の度合いが次第に和らいできた。他方、

同調は根強く残っており、マスク着用の動機となっているものと想像される。そのような

中、令和6年度はマスク着用の推奨という「呼び掛け」がなくなったことの人口レベルの

インパクトを推定する機会を得た。マスク着用を自己判断とすることによって生じた感染

や死亡に関する因果推論を実施し、まずはそれを通じて要請ベースの対策をキャンセルし

たことに伴う影響度などを定量化することを通じて今後の検討のあり方について考える。 

期間：令和６年４月～令和８年３月 

実施者：西浦 博（《京都大学》・《教授》）ら 

 

当該年度の到達点3： リスク・メディアコミュニケーションのパンデミック中の

Struggleについて問題点を把握する 

科学コミュニケーション： COVID-19関係者への取材、発信された情報の拡散データ

の取得・解析（COVID-19関係者への取材を行い、どのように発信された情報が伝達され

たかを追跡する） 

 実施項目(２)-①、②： COVID-19関係者への取材と解析、編集 

 実施内容： 

既にCOVID-19対策に係る専門家を中心とする関係者への取材は他所で数多く行われ、

公表されている。また、その一環として研究代表者の西浦は科学コミュニケーターやノン

フィクション作家によるインタビューに積極的に応じ、本国における科学的知見に基づく

政策決断の問題点に関する振り返りや総括に関する報告を当研究プロジェクトの一環とし

て実施してきた。それらを踏まえて今年度以降は、メディアコミュニケーションやリスク

コミュニケーションの専門家にスポットライトを当てた検討を行うことで計画を進めた

い。係る議論を通じて、健康危機時にメディアが果たす役割の特定を行い、その成果とし

て、提言可能な科学的情報の発信に関する交通整理のあり方について議論の進捗を図る。 

期間：令和４年１０月～令和８年３月 

実施者：野口 範子（《同志社大学》・《教授》）ら 

 

当該年度の到達点4： COVID-19の接触回避や飲み会の判断などに関する情報伝達の

実態について把握する 

実施項目(２)-③、④：発信された情報の拡散データの取得・解析、行動変容データ

の取得・解析 

 実施内容： 

令和5年度にはCOVID-19の予防接種の有効性や安全性に関する情報源に関する社会調

査を実施し、テレビや新聞、インターネット、知人など、年齢やその他特性によって情報

源が相当に異なる傾向があることを特定し、その成果を原著論文として報告すべく研究論
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文を投稿し、採択掲載された。令和6年度は、人々を３密行動の回避に向かわせるために

有効な、情報源と情報媒体への信頼と感染への不安の関係を明らかにすべく、新たな社会

調査を実施できるよう検討を進める予定である。 

期間：令和４年１０月～令和８年３月 

実施者：野口 範子（《同志社大学》・《教授》）ら 

 

当該年度の到達点5： マスク着用が自己判断となった後の同調と習慣度に関する状

況を把握し、問題点について整理する 

習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防における同調の検討 

 実施項目(３)-①、②、③：習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防におけ

る同調の検討、数理モデルと心理学の協働分析 

 実施内容： 

繰り返しではあるが、本研究グループのキーワードは「同調」および「習慣化」であ

る。令和5年度に第1回目の調査を実施し、その成果を早くも原著論文として報告し、出版

することができた。しかし、令和5年2月以降にマスク着用が自己判断であることが政治決

断され、さらに同年5月には5類感染症への類型変更がなされたことから、それに応じてマ

スク着用率が次第に日本でも低下することとなった。今年度はその時間に依存した変化に

遅れることなく、まず足下の着用率や同調の度合い・習慣化の度合いに関する実態調査を

行う。 

数理モデルでは同調をテーマにしたものと、マスク着用の習慣化をテーマにしたものの

2つを扱う。同調をテーマにしたものでは、COVID-19の伝播モデル（SIRモデル）の伝達係

数にマスク着用率を加味しており、マスク着用・非着用の決断の部分に同調と人口内の感

染者が影響することを加味したモデルを検討している。定性的分析を更に進める予定であ

る。マスク着用の習慣化モデルでは、自己判断という政策決断の前後での着用率の変化を

定量的に捕捉し、それに伴う感染リスクの増減を捉えることで伝播動態への影響を定量化

する。 

期間：令和４年１０月～令和８年３月 

実施者：碓井 真史（《新潟青陵大学》・《教授》）、および、西浦 博（《京都大

学》・《教授》）ら 

 
［当該年度の主な予定］ 

 令和6年6－8月 科学的助言に関する総括の書籍出版計画 

 令和6年6月 プロジェクト内進捗相談会議 

 令和6年10月 日本公衆衛生学会学術総会における研究成果報告 

 令和7年1月 日本疫学会学術総会における研究成果報告 
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（３）成果 

当該年度の到達点1： 緊急事態宣言の効果（人口レベルのインパクト）に関する因果推

論の結果を取り纏める 
実施項目(１)-①：要請に基づく流行対策の評価・因果推論 

2020ｰ21年のCOVID-19の第1－3波に関して、東京都と大阪府を対象にデータ分析に取り

組んだ。特に、夜間繁華街の滞留人口の時系列データが長期間に渡って実効再生産数と比

例するという関係を用いた反事実仮想の構築を実施した。 
 というのも、2020ｰ21年の夜間繁華街の滞留人口に加えて、既存のパイプラインからの

パンデミック前に及ぶ滞留人口作成の努力をこれまでに続けてきたことを活用できるため

である。例えば、2020年3-5月に第1波を認めたが、その際に観察された実効再生産数は同

時期の夜間繁華街の滞留人口に比例していることが分かった。とすれば、緊急事態宣言を

実施していない反事実仮想は、2020年の滞留人口の替わりに2019年の同時期のデータと入

れ替えをすることで流行曲線が得られると考えられる。以下はその反事実仮想のシミュレ

ーション結果である。 

 
 検討の結果、観察された確定患者数や死亡者数と比較して、反事実仮想における流行規

模は著しく大きいものとなり、概ね観察値の40倍程度であると考えられた。 

 
 これまでに同様の分析を第1－3波まで実施し、その研究成果を国際誌に投稿することが
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できた。本報告書の執筆時点で同原稿は査読下にあり、第1回目のピアレビューの結果を

待っているところである。 
 
当該年度の到達点2： マスク着用を自己判断とした影響評価を研究論文として取りまと

める 
実施項目(１)-②③：同調・呼び掛けに関するモデリング、要請ベースの政策に係る提言書

の作成 
 令和7年度の同調に関するモデリング研究では、「マスク着用を自己判断化」した政策

決定によって与えられた疫学的インパクト（感染者数や死亡者数の増加）について十分な

因果推論を行い、その研究成果を国際誌に発表することである。まず、計画的な研究の遂

行と論文執筆により、以下の通りInfectious Disease Modelling誌に同研究成果が掲載される

はこびとなった。 
 

 
 
 同研究では、人口レベルのマスク着用割合と実効再生産数との間の関係に着目して反事

実仮想を分析することを可能にした。これまでの国際研究に基づいて、2者の間には非線

形の関係が成立することが知られており、例えば100％の着用率を達成すると、実効再生

産数は0％着用に比して相対的に30％近く減少した状態になるものと推定されている。 
この関係を裏返すならば、マスク着用の自己判断化によって約95％の着用率だった状態

が70％弱に達するくらいまでの着用率まで低下した場合には、元々30％弱の相対的減少が

期待できた実効再生産数の減少度が10％や20％くらいの減少に引き下げられることを意味

する。 
そうすると、単に「95％の着用率が維持された場合」だけを反事実に据えるだけでな

く、例えば、（自己判断化のコミュニケーションのあり方によっては）より市民の警戒度

が減少することによって「観察の75％くらいまで着用率が落ちてしまった」とか「観察の

50％くらいまで着用率が落ちてしまった」というようなシナリオも起こり得たはずであ

り、それらを検討することも可能であろうと思われる。 
以下の図は、東京都の第10波の流行に関して、マスク着用率の変化の別で検討した結果

である。東京都（約1400万人）だけでも5000人程度の規模の死亡者数の変動がマスク着用

のあり方だけで認められることがわかり、同対策のコミュニケーションが如何に鋭敏に死

亡リスクに直結するのかが確認され、その結果を議論することとなった。 
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図．マスク着用のシナリオ別による東京都の第10波の死亡者数の推定値 
 
当該年度の到達点3： リスク・メディアコミュニケーションのパンデミック中のStruggle
について問題点を把握する 
科学コミュニケーション： COVID-19関係者への取材を行い、どのように発信された情報

が伝達されたかを追跡した。 
書籍化を目標に、科学に関する情報を社会全体に適切に伝えて、専門家と非専門家がお互い

に話し合える環境作りを目指す“科学コミュニケーション”の考え方に基づいて企画立案実行し

た。コロナ禍における“科学情報の伝達”に着目し、「科学情報が伝わっていった現場の実態」と

「今後に向けた より良い体制作りへの道筋」を、当事者へのインタビューを通して明らかにするこ

とを目的としている。平時では、学術論文によって世に発信された科学の一次情報が、メディアな

どを通した解釈・編集を経て二次情報として広く発信され、時間をかけて幅広い層の一般市民へ

と行き届けられる。コロナ禍において、現場レベルではどのような混乱や葛藤があったのか、それ

は何かを変えることで改善の余地があるものかについて探ろうとしている。 

予定をしていた対象者へのインタビューは全て終了し、文章化及び編集をほほ終えて、対象者

にフィードバックを行っている段階である。現段階での書籍の目次は以下のとおりである。 

はじめに   

１章 専門家会議の情報発信：医療社会学者 武藤香織 

２章 テレビ報道の現場から：放送記者 庭野めぐみ 

３章 臨床医のテレビ奮戦記：臨床医、松本哲哉 

コラム 桝 

４章 ソーシャルメディアの顔になる：感染症医 忽那賢志 

５章 情報空間のファクトチェック：ファクトチェック・イニシアティブ理事 藤村厚夫 

６章 新聞はどう立ち向かったか：科学記者 田中泰義 

コラム 元村 
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７章 ウイルス研究の最前線から：ウイルス学者 河岡義裕 

８章 パンデミック対策の最前線から：感染症学者 押谷仁 

コラム 野口 

９章 パンデミック時のサイエンスコミュニケーション：野口範子、元村有希子、桝太一、渡辺政

隆 

編集後記 渡辺 

年表 田中・河内 

 

当該年度の到達点4： COVID-19の接触回避や飲み会の判断などに関する情報伝達の

実態について把握する 

実施項目(２)-③、④：発信された情報の拡散データの取得・解析、行動変容データ

の取得・解析 

 実施内容： 

人々を３密行動回避に導く、情報源と情報媒体及への信頼と、感染への不安の関係を明らかにす

べく、社会調査を行った。対象は東京在住者 2000人と大阪在住者2000人である。年齢は20歳代

から70歳代の男女を在住者人口分布に合わせてオンライン回答にてデータを収集した。情報源

及び情報媒体は、医療従事者、政府、自治体知事、家族、テレビ、ラジオ、新聞、雑誌、SNSとし

た。媒介解析により、医療従事者がテレビを介して情報を発信することが、人々に３密行動を回避

させるために最も有効であることが明らかとなった。感染への不安と３密回避行動は、若年者より

高齢者が、男性より女性が大きいことがわかった。自治体の知事への信頼は、東京在住者より大

阪在住者の方が高いが、それによって３密行動を回避することにはつながっていないこともわかっ

た。その他の内容をまとめて論文投稿を行った。 

  

 

Table Causal mediation analyses between trust in information source, concern 
(reluctance/anxiety) about 3Cs, and frequency of 3Cs visits 

 

1) Trust in family and relatives increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 
2) Trust in health professionals increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 
3) Trust in family and relatives increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 
4) Trust in TV increases concern, reducing 3Cs visiting frequency. 
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当該年度の到達点5： マスク着用が自己判断となった後の同調と習慣度に関する状況を

把握し、問題点について整理する 
習慣化の文献的レビューと事例検討、感染予防における同調の検討 
 本課題に関しては京都大学チームと新潟青陵大学チームが協力しつつ研究アイデアを出

し合って個々の分析に取り組んだ。 
 まず、上記のマスク着用の自己判断化に加えて、マスク着用が予防接種の拡大前に人口

レベルで及ぼしたインパクトについて世界各国を対象に推定を実施する分析を開始した。

例えば、日本以外でも韓国やシンガポール、台湾などのマスク着用率が高く維持され続け

たことが知られているが、一方で、フランスやイタリア、スペインなどの欧州諸国では必

ずしも高い着用率が達成されたり維持されたりしたわけではない。そこで、それらOECD
の高所得国を中心として、マスク着用によって実効再生産数が時系列でどれくらい制御さ

れてきたと考えられ、もしも一過性であろうともマスク着用率の上昇が欧米で達成できな

かった場合にどのような疫学動態を認めたのかを検討することとした。同研究成果は

Preliminary resultsまで得ることができており、まずは一部の国について国内学会での研

究成果発表を開始するまでに至った（下図）。今後、最終年度となる令和7年度に論文と

して取りまとめて提出を検討するところである。 

 
 
 また、もう1つの同調がCOVID-19に及ぼす影響のレビューとして、これまでに他の研究

グループが明らかにしてきた「世界中の国別で、同調と2020年の死亡率の間に負の相関関

係を認めた」ことが知られている。更なるレビューとして、本研究プロジェクトでは、国

別の同調に対して、個々の疫学的変化がどのように対応していたのかを分析した。例え

ば、第1波においてRtが対策によって変化（減少）した訳であるが、その相対的変化率と

同調度の関係を検討した結果が以下である。相関係数：-0.2639、P = 0.047であり、両者

の間の負の相関関係を認めた。「同調の強い国ほど対策の強度が大きい」傾向を示唆して

いる。 
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 また、次の図は縦軸について、第1波の変曲点から第2波開始の変曲点までの時期につい

て、Rtが1を超える日数の割合を検討した結果である。やはり、同調の強さとRtが1を超え

る日数の割合の間に負の相関関係を認めた（相関係数：-0.4533、P = 0.026）。このこと

が指し示すのは「同調の強い国ほどRtが1を超えにくく、行き過ぎた伝播のある日が相対

的に少ない」ことを示唆している。 

 

 
 これらの分析が示唆するのは、同調の強さによって最適な対策は異なる、ということで

ある。他方で、同調が強い国では同調に頼れば良いという訳ではなく、こういった分析結

果を踏まえてどのような落とし穴に陥りやすいのかを分析した上で政策実装のあり方を検

討する必要があることである。今後、最終年度である令和7年度での取り纏めに向け、得



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度 「新興感染症に対する非特異的対策のための行動変容と科学コミュニケーションに関する合理化および

最適化研究」 
研究開発プロジェクト年次報告書 

 

13 

られた結果の整理・論文化と、こういった結果が示唆する政策の在り方の提言に向けて、

考えを整理していく所存である。 
 
（４）当該年度の成果の総括・次年度に向けた課題 

当プロジェクトは新型コロナウイルス感染症の流行が進む中で進めている実践的研究で

あり、その展開が比較的早い。プロジェクト自体は新型コロナウイルス感染症の感染症法

上の取り扱いが5類へ変更する前に開始されたものであるが、その後に対策の緩和が決断

され、様々な事象がダイナミックに変化する中で、その変化に適応しつつ分析内容を俊敏

に修正しながら展開してきた。例えば、マスク着用に関連する研究などは、政府の方針決

定に対応するかたちで柔軟に研究を実施してきており、自己判断化の政策の是非ではな

く、どのようなリスクコミュニケーションが足りていなかったのかを示唆するようなモデ

ル研究にまで発展している。これまでに、プロジェクトではその速度に対応した研究が展

開されており、十分な進捗を得ることが出来ている。 

令和7年度は最終年度となる。最終評価に加えて、個々の成果の取り纏めを進めていく

ことが求められる。科学コミュニケーションのグループも研究チーム内に含むベネフィッ

トを最大に活かして、科学的助言のあり方や望ましい体制などについて検討をすることも

最後の課題として、最終年度の個々の課題の進捗に取り組む予定である。 

 
２‐３．会議等の活動 
 

年月日 名称 場所 概要 

2024年5月
21日 

RISTEX政策： 

総括面談 
オンライン プロジェクトの進捗説明や研究相

談を含めた総括会議 
2024年8月1

－10日 
感染症数理モデ

ル短期コース 
キャンパスプ

ラザ京都・京

都教育センタ

ー 

感染症数理モデルの基礎的考え方

と取扱い・発展の方法・データ分

析および批判的吟味について、短

期集中型の入門教育機会を提供す

る短期集中講義を開講 
2024年11月

26日 
RISTEX政策： 

総括面談 
オンライン プロジェクトの進捗説明や研究相

談を含めた総括会議 
2025年12月

3日 
連携協議相談 オンライン 京都大学および新潟青陵大学のチ

ームメンバーでの研究相談 
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３．研究開発成果の活用・展開に向けた状況 

桝太一助教がBUSINESS INSIDERのwebインタビュー記事でコロナ禍での報道の在り

方について自らのキャリアと科学コミュニケーションと向かい合う姿勢について取材機会

を得た。日本テレビのアナウンサーとしての当事者であった状態から、研究者として科学

コミュニケーションに参画することになり、その上での問題意識などについて深掘りをし

ていただく機会を得た。 
https://www.businessinsider.jp/article/2501-science-communication-masu2/ 
 
未来のパンデミックのための「政策実装」という観点で言えば、現実の政策の動きとし

てはCOVID-19対策の振り返りを公的に実施することに本PJ成果として貢献することが出

来ていない。特に、以下の点が棚上げの状態となっていて、研究開発成果の活用が単純に

進められていない。特に、以下の点が足枷となっている： 
― 2023年の対策緩和以降、厚生労働省の専門家としてのパンデミック振り返りが公的

にできていない状況にある（政治的理由からか、総括会議が開催されない） 
― 学術評価以外の総括取り纏めがないために、政策実務面において公的に記録を残す

ことができておらず、そういった公的記録を基に新たな未来のための制度設計をすること

ができていない 
 ― 当事者も、当事者以外も、いわゆる「お茶の間」宛てに作成された振り返りや記録

は既に十分あるが、それを未来の制度改革につなげることは容易でない。（実務家に向け

た）記録や次の制度に繋がる記録が求められる 
 
その中で、専門家教育の改善に関する道程は一部が結実しはじめている。本研究プロジ

ェクトの開始後、PJの一貫で文部科学省の調査研究対象としてインタビューを受けた： 

 
https://www.mext.go.jp/content/20230323-mxt_igaku-000028475_5.pdf 
 
 このようなヒアリングや専門家意見を通じたフィードバックを得て、現在までに医学教

育モデル・コアカリキュラムの改訂へと繋がり、少なくとも健康危機管理が大項目の1つ
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としてカリキュラムに組み込まれることとなった。 
 同様のことは卒後教育やリスキリングにおいても形となって結実しつつある。京都大学

大学院医学研究科では、令和６年度からヘルスセキュリティセンターを設置し、その中で

PJ研究代表者の西浦は設置申請の概算要求の過程から参画し、副センター長を務めること

となった。専門家の健康危機管理トレーニングを自身の研究教育機関の機能の一部として

執り入れる準備が整った。 

 
 その中で、本PJを経た人材育成の実装として、大学院教育においても健康危機管理学を

Master of Public Healthの新たな１つのコア領域に据えることを開始した。今後、健康危

機管理学に係る素養を身に着けた人材が同センターから輩出される基盤を得た。また、リ

スキリングの一貫として、健康危機管理基盤教育プログラムを設置した。学外の実務家を

含めてトレーニング機会の提供が実現されつつある。 
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４．研究開発実施体制 

研究は3つのチームに分けて運営している。チーム①（京都大学・西浦博、岡田雄大、

小林鉄郎、林克磨、茅野大志ら）は要請に基づく流行対策の政策評価研究を実施し、これ

までの流行対策の有効性について呼び掛けとの関連を踏まえて検討する。また、同調のメ

カニズムを加味した数理モデルや科学的な呼び掛けのゲーム理論などに関する検討を他チ

ームと共同で実施することによって、同調や科学コミュニケーションが本流行の対策に果

たした役割とその問題点を一般化する。チーム②（同志社大学・野口範子、渡辺政隆、桝

太一）は科学コミュニケーションに携わる立場から、日本が海外と比較してどれだけ特異

的だったのか国際比較や専門家等への取材を通じて解析し、また、発信された情報の拡散

データの取得と解析を行う。一連の研究を通じて、科学的助言に係る情報の発信源やその

伝達のあり方に関する提言を行う。チーム③（新潟青陵大学・碓井真史）は社会心理学者

の立場から同調という判断根拠が選ばれる社会の構造について、その特性と問題点を検討

し、マスク着用や感染予防行動が習慣化できるかどうかを文献的レビューと数理モデルと

の協働研究を通じて明らかにする過程を通じて、同調の誘発のあり方と問題点について取

りまとめる。 

  

（１）感染症予防理論グループ（西浦博） 

京都大学大学院医学研究科 

実施項目①：要請に基づく流行対策の評価・因果推論  

グループの役割の説明： 本研究は数理モデル研究を専門とし、また、そ

れに基づいて新型コロナウイルス感染症の対策に関する科学的助言に携わった立場で

あり、数理的分析とそれぞれのプロジェクト研究を統括し、また、その成果取り纏め

を行う。 

実施項目②： 同調・呼び掛けに関するモデリング  

グループの役割の説明：同調のメカニズムを加味した数理モデルや科学的

な呼び掛けのゲーム理論などに関する検討を他チームと共同で実施することによっ

て、同調や科学コミュニケーションが本流行の対策に果たした役割とその問題点を一

般化する。 

実施項目③： 要請ベースの政策に係る提言書の作成  

グループの役割の説明：日本に特異的であった要請に基づく流行対策の政

策評価研究を実施し、これまでの流行対策の有効性について呼び掛けとの関連を踏ま

えて検討する。 
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（２）科学コミュニケーショングループ（野口範子） 

同志社大学大学院生命医科学研究科 

同大学 ハリス理化学研究所 

実施項目①：  海外の類似事象との比較検証 

グループの役割の説明：海外の先行事例も踏まえたうえで、パンデミック時

における有効な情報発信体制の構築を提案する。 

実施項目②：  関係者への取材と解析 

グループの役割の説明：相互理解は専門家と政府、専門家と一般市民、そし

て専門家と専門家の全てにおいて行われる必要がある。COVID-19をめぐる対応におい

ては、政府、感染症専門家、他の科学者、メディア等から、多様な媒体を通して多様

な情報が発信されたことで、社会に無用な混乱が生じた。その経緯とディスコミュニ

ケーションが生じた原因を、主要な当事者に対する調査を行うことで明らかにする。 

実施項目③：  発信された情報の拡散データの取得・解析 

グループの役割の説明：無理のない適切な行動変容に多くの人々を速やかに

導くうえで弊害となるコミュニケーション上の要素を明らかにする。 
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５．研究開発実施者 

 
感染症予防理論グループ（リーダー氏名：西浦博） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

西浦 博 
ニシウラ 

ヒロシ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
教授 

岡田 雄大 
オカダ ユ

ウタ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
特定講師 

小林 鉄郎 
コバヤシ 

テツロウ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
助教 

林 克磨 
ハヤシ カ

ツマ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
特定助教 

茅野 大志 
カヤノ タ

イシ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
特定助教 

リュウ シギイ 
リュウ シ

ギイ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

チャン ドン 
チャン ド

ン 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

ハン ムリン 
ハン ムリ

ン 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

植田 陽 
ウエダ ミ

ナミ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

雨宮 優里 
アメミヤ 

ユウリ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

藤原 聖子 
フジワラ 

セイコ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

永田 万結 ナガタ マ

ユ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

西村 友里 ニシムラ 

ユリ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

リ ティアンウェ

ン 
リ ティア

ンウェン 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

チャオ ジャイン 
チャオ ジ

ャイン 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
大学院生 

ミン テイン 
ミン テイ

ン 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

林 陽香 
ハヤシ ハ

ルカ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 研究員 
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松岡 勇人 
マツオカ 

ハヤト 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 研究員 

 
万木 慎太郎 

ユルギ シ

ンタロウ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

矢野 龍一 
ヤノ リュ

ウイチ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

佐村 淳知 
サムラ ア

ツシ 
国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 大学院生 

三山 豪士 
ミヤマ タ

ケシ 

国立大学法人京

都大学 
大学院医学研

究科 
客員研究員 

 
 
科学コミュニケーショングループ（リーダー氏名：野口範子） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

野口範子 
ノグチノリ

コ 
同志社大学 

大学院生命医

科学研究科 
教授 

渡辺政隆 
ワタナベマ

サタカ 
同志社大学 

大学院生命医

科学研究科 
特別客員教授 

桝太一 マスタイチ 同志社大学 
ハリス理化学

研究所 
助教 

三田雄一郎 ミタユウイ

チロウ 同志社大学 生命医科学部 准教授 

湯本紗弓 ユモトサユ

ミ 同志社大学 生命医科学部 学部学生 

元村有希子 モトムラユ

キコ 同志社大学 生命医科学部 特別客員教授 

 
感染予防の社会心理学グループ（リーダー氏名：碓井 真史） 

氏名 フリガナ 所属機関 所属部署 
役職 

（身分） 

碓井 真史 
ウスイ マ

フミ 
新潟青陵大学 

大学院臨床心

理学研究科 
教授 
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６．研究開発成果の発表・発信状況、アウトリーチ活動など 

 
６－１．シンポジウム等 

年月日 名称 主催者 場所 参加人数 概要 

2024/8/1-
2024/8/10 

感染症数理モデル

短期コース 

京都大学

大学院医

学研究科

環境衛生

学分野 

キ ャ ン

パ ス プ

ラ ザ 京

都、京都

教 育 文

化 セ ン

ター 

50 

感染症数理モデル

の基礎的考え方と

取扱い・発展の方

法・データ分析お

よび批判的吟味に

ついて，同専門課

題に関心のある学

生や若手研究者を

対象に，短期集中

型の入門教育機会

を提供することを

目的とした短期コ

ースを開催 

2024/12/2
2 

講演会「A workflow 
for Forecasting 
Epidemics with 
Dynamical 
Systems」 

京都大学

大学院医

学研究科

環境衛生

学分野 

京 都 大

学  先

端 科 学

研 究 棟

１ 階 

小 セ ミ

ナー室 

20 

Georgia State 
University の 
Gerardo 
Chowell-Puente
教授をお迎えし講

演会を開催。共同

研究プロジェクト

の一環として、

様々なデータを活

用した感染症流行

予測モデルに関す

る最新の知見につ

いて講演。 

2024/11/2
8 

講演会 
「Optimizing 
Decisions: 
Applications of 
Data-Driven 
Methods」 

京都大学

大学院医

学研究科

環境衛生

学分野 

京 都 大

学 医 学

部 キ ャ

ン パ ス  
G棟2階 
セ ミ ナ

ー室A 

20 

マ ニ パ ル 大 学

(Manipal 
Academy of 
Higher 
Education) の Dr. 
Gulzar ull Hasan
准教授の講演会 

2025/1/20 
講演会

「Supporting 
community health 

京都大学

大学院医

学研究科

京都大

学先端

科学研

20 
Syracuse 
Universityの
Yifan Zhu博士を



社会技術研究開発 
「科学技術イノベーション政策のための科学研究開発 プログラム」 

令和６年度 「新興感染症に対する非特異的対策のための行動変容と科学コミュニケーションに関する合理化および

最適化研究」 
研究開発プロジェクト年次報告書 

 

21 

with wastewater 
surveillance – our 
network in New 
York」 

環境衛生

学分野 
究棟１

階 小

セミナ

ー室 

お迎えし講演会を

開催。機械学習と

下水サーベイラン

スを組み合わせた

疫学モデリングの

運用と政策活用に

ついて 
 
６－２．社会に向けた情報発信状況、アウトリーチ活動など 

 
（１）書籍、フリーペーパー、DVD 
1. 医学会新聞 『My Favprite Papers』、2024/2/5、西浦博 
2. フジテレビ『「Mr.サンデー」手足口病に溶連菌、新型コロナ…猛暑を襲う”警報級”

感染症 家族が次々罹患する“感染症ドミノ”も発生 対策は？』、2024/7/15、西浦博 
3. POLICYDOOR『感染症対策の政策形成に数理モデルを活用する西浦博×森田朗

（JST-RISTEX）』、2024/10/1 
4. NHK 出版、雑誌、『きょうの健康』、2025/2/20、西浦博 
 
（２）ウェブメディアの開設・運営 

・メタコビ  https://covid-data.jp/ 
 （2022年8月に解説し、その後、2024年から本プロジェクトに関連するニュースも発信 
 
（３）学会（6-4.参照）以外のシンポジウム等への招聘講演実施等 
1. 市民公開講座、理論研究者のみた新型コロナウイルス感染症、『新型コロナウイルス

感染症の伝播の急所に関する数理』、2024/6/11、西浦博 
2. 市民講演会、国際純粋および応用生物物理学連合会議 2024（62 回日本生物物理学会

年会）、『理論研究者のみた新型コロナウイルス感染症』、高校生・大学生・大学院

生・一般を対象とした講演、2024/6/28、西浦博 
 
６－３．論文発表 
 
（１）査読付き（ 15  件） 

●国内誌（ 1  件） 
1. 西浦博、林陽香、感染症で学ぶ日本と世界の歴史 第二章：インフルエンザ、清水書院、

2024/7/23 
 
●国際誌（  14 件） 

1. Munira MS, Okada Y, Nishiura H. Life-expectancy changes from 2019 to 22: A case 
study of Japan using provisional death count. J Infect Public Health. 2024;17(1):119-
121.  

2. Akhmetzhanov AR, Jung SM, Lee H, Linton NM, Yang Y, Yuan B, Nishiura H. 
Reconstruction and analysis of the transmission network of African swine fever in 
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People's Republic of China, August 2018-September 2019. Epidemiol Infect. 
2024;152:e27. 

3. Qiao J, Nishiura H. Public holidays increased the transmission of COVID-19 in Japan, 
2020-2021: a mathematical modelling study. Epidemiol Health. 2024:e2024025. 

4. Zhang T, Qiao J, Hayashi K, Nishiura H. Decomposing mechanisms of COVID-19 
mortality in empirical datasets: A modeling study. J Theor Biol. 2024 May 7;584:111771 

5. Nishiura H, Fujiwara S, Imamura A, Shirasaka T. HIV incidence before and during the 
COVID-19 pandemic in Japan. Mathematical Biosciences and Engineering 
2024;21:4874-4885.  

6. Okada Y, Nishiura H. Estimating the effective reproduction number of COVID-19 from 
population-wide wastewater data: An application in Kagawa, Japan. Infectious Disease 
Modelling 2024; 9:645-656.  

7. Kinoshita R, Arai S, Suzuki M, Nishiura H. Identifying the population susceptible to 
rubella in Japan, 2020: Fine-scale risk mapping. J Infect Public Health. 2024;17(6):947-
955.  

8. Nishiura H, Fujiwara S, Imamura A, Shirasaka T. Regional variations in HIV diagnosis 
in Japan before and during the COVID-19 pandemic. Infect Dis Model 2024;10(1):40-
49. doi: 10.1016/j.idm.2024.08.004. 

9. Okada Y, Nishiura H. Vaccine-induced reduction of COVID-19 clusters in school settings 
in Japan during the epidemic wave caused by B.1.1.529 (Omicron) BA.2, 2022. Math 
Biosci Eng. 2024 Sep 12;21(9):7087-7101. doi: 10.3934/mbe.2024312. 

10. Liu S, Anzai A, Nishiura H. Assessing exit screening of SARS-CoV-2 in Japan: an 
analysis of the airport screening data of passengers from the United Kingdom, 2020-
2022. BMC Infect Dis. 2024 Sep 12;24(1):962. doi: 10.1186/s12879-024-09894-w. 

11. Nagata M, Okada Y, Nishiura H. Epidemiological impact of revoking mask-wearing 
recommendation on COVID-19 transmission in Tokyo, Japan. Infect Dis Model. 2024 
Aug 10;9(4):1289-1300. doi: 10.1016/j.idm.2024.08.002. 

12. Kayano T, Sasanami M, Nishiura H. Science-based exit from stringent countermeasures 
against COVID-19: Mortality prediction using immune landscape between 2021 and 
2022 in Japan. Vaccine X. 2024 Aug 12;20:100547. doi: 10.1016/j.jvacx.2024.100547. 

13. Okada Y, Ueda M, Nishiura H. Reconstructing the age-structured case count of COVID-
19 from sentinel surveillance data in Japan: A modeling study. Int J Infect Dis. 2024 
Nov;148:107223. doi: 10.1016/j.ijid.2024.107223. 

14. Liu S, Anzai A, Nishiura H. Evaluation of the exit screening policy among travelers 
arriving from Asian and pacific nations. BMC Infect Dis. 2024 May 2;24(1):464. doi: 
10.1186/s12879-024-09327-8. 

 
（２）査読なし（ 3  件） 

1. 雨宮優理、西浦博. COVID-19 の今後の見通し. JOHNS 40(8) (通巻 474 号), 2024-08, 
p.803-805 

2. 松岡勇人,西浦博. 感染症数理モデル研究の現在 COVID-19 の実効再生産数と流行動

態の解釈. 臨床雑誌「内科」134 巻 3 号（2024 年 9 月増大号）2024-09, p.567-571 
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3. 西浦博 数理モデルによる分析と流行ピークの記述について 調剤と情報 2025 年 1 月

臨時増刊号（Vol.31 No.2） 
 

６－４．口頭発表（国際学会発表及び主要な国内学会発表） 
 
（１）招待講演（国内会議  6 件、国際会議  3 件） 
1. Hiroshi Nishiura, Night town and COVID-19 transmission,International Conference on 

Mathematical Biology, Xi'an Congress Center,27 June 2024 
2. Hiroshi Nishiura, Date-Driven Mathematical Modeling and Statistical Analysis for 

Epidemic Control Strategies against Novel Infectious Diseases,International 
Symposium,29 June 2024 

3. 西浦博、大阪府をはじめとする第 11 波流行状況と見通し、大阪府医師会「新型コロナ

ウイルス感染症に関するシンポジウム」、2024 年 7 月 25 日 
4. 西浦博、新型コロナウイルス感染症対策評価のための因果推論、第 2 回新型コロナウ

イルス感染症研究集会、2024 年 8 月 3 日 
5. 西浦博、日本計量生物学会シンポジウム「感染症対策とデータ科学：COVID-19 から次

のパンデミックに向けて」感染症数理モデルの活用事例紹介．2024 年 9 月 3 日 
6. 西浦博、パンデミックにおける抑制政策の評価、九州微生物研究フォーラム 2024、2024

年 9 月 14 日 
7. 西浦博、新型コロナウイルス感染症対策の総括と今後の感染症対策について、日本産業

衛生学会全国協議会大会、2024 年 10 月 4 日 
8. 西浦博、新型コロナの経験を踏まえた今後の備え:平時から有事に必要なデータを考え

る、東京都医学総合研究所、2024 年 12 月 6 日 
9. Nishiura Hiroshi,Inferring the Effectiveness of COVID-19 Interventions,KSIAM Annual 

Meeting,2024 年 12 月 7 日 
 
（２）口頭発表（国内会議  20 件、国際会議  0 件） 
1. 野口範子（同志社大学）、  Association of Providers and the Media of COVID-19 

Information with Avoidance of the 3Cs and Infection Anxiety among Residents in Tokyo 
and Osaka、Japan Scicom Forum、福岡、 2024 年 10 月 23 日 

2. 岡田雄大、西浦博、2019-22 年の COVID-19 流行下の出生時平均余命の変化、日本人口

学会研究大会(八王子市)、2024 年 6 月 8 日 
3. 西浦博、死亡者のいる家庭のインタビューを通じたオミクロン株流行中の死亡分析、日

本人口学会年会、中央大学、2024 年 6 月 8 日 
4. 岡田雄大、西浦博、COVID-19 の罹患率と免疫保有割合の推定：社会調査に基づく方法

論構築、日本公衆衛生学会総会(札幌市)、2024 年 10 月 30 日 
5. 藤原聖子, 西浦博.  年齢構造化モデルを用いた日本国内の地域別未診断 HIV 感染者数

の推定. 第 83 回日本公衆衛生学会学術総会, 口頭発表, 2024 年 10 月, 国内 
6. 林陽香、岡田雄大、林克馬、小林鉄朗、西浦博、数理モデルを用いた SARS-CoV-2 オ

ミクロン様 変異体出現の定量化：生存時間解析によるアプローチ、北海道、2024/10/29 
7. 小林鉄郎、発見！疫学の新領域 ～トレンドをおさえ、研究の可能性を広げよう～、第
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35 回日本疫学会総会（高知市）、2025 年 2 月、国内 
8. 岡田雄大、西浦博、2019-22 年の COVID-19 流行下の出生時平均余命の変化、日本疫学

会学術総会(高知市)、2025 年 2 月 14 日 
9. 林陽香、西浦博、日本における 2023 年エムポックスアウトブレイクの公衆衛生介入評

価、埼玉、2025/3/20 
10. 岡田雄大、西浦博、わが国の 0-6 歳の小児結核データを基にした年間感染リスクと発症

率・診断率の推定、日本衛生学会学術総会(さいたま市）、2025 年 3 月 20 日 
11. 永田万結、岡田雄大、西浦博、ワクチン導入前の各国における新型コロナウイルス感染

症流行時のマスク着用効果の推定、第 95 回日本衛生学会学術総会（さいたま市）、2025
年 3 月 20 日、国内 

12. 西村友里, 西浦博、「2022 年の東京都データを使用した SARS-CoV-2 予防接種の効果

とその持続期間の推定」、2025 年公衆衛生学会(埼玉県大宮市)、2025 年 3 月、国内 
13. 藤原聖子, 西浦博.未診断 HIV 感染者の疫学的特性の検討. 第 95 回日本衛生会学術総

会, 口頭発表, 2025 年 3 月, 国内 
14. Tianwen Li, Seiko Fujiwara, Hiroshi Nishiura, Habitual Mask Wearing as Part of COVID-

19 Control in Japan: An Application of Game Theory, The 95th Annual Meeting of The 
Japanese Society for Hygiene, Sitama, Japan, 2025.3.20, Domestic 

15. Jiaying Qiao, Hiroshi Nishiura, Modelling the transmission of human papillomavirus in 
the presence of vaccination in Japan、The 95th Annual Meeting of the Japanese Society 
for Hygiene, Saitama, Japan, 2025.3.19、国内 

16. ZHANG TONG、西浦 博、わが国における第１波から 6 波までの COVID-19 の死亡リ

スクと診断バイアスの推定、第 95 回日本衛生学会学術総会（さいたま市）、2025 年 3
月 20 日、国内 

17. 雨宮優理、西浦博、新型コロナウイルス感染症の治療薬投与による 2 次感染予防の最

適化、第 95 回日本衛生学会学術総会（埼玉）、2025 年 3 月、国内 
18. 林克磨、西浦博、クラスター間の伝達を記述する次世代行列を用いた COVID-19 流行

の再構築、2025 年衛生学会（埼玉県さいたま市）、2025 年 3 月、国内 
19. 小林鉄郎、西浦博、2024 年 3 月に発生した麻疹アウトブレイクの疫学的分析、第 95

回日本衛生学会学術総会（さいたま市）、2025 年 3 月、国内 
20. Thein Min Swe, Mayu Nagata, Yuta Okada, Hiroshi Nishiura, Effectiveness of non-

pharmaceutical interventions during the first three epidemic waves of COVID-19 in 
Japan, 2020-21, The 95th Annual Meeting of the Japanese Society for Hygiene, 
Saitama, Japan, 2025.03.20, Domestic 

 
（３）ポスター発表（国内会議  22 件、国際会議  2 件） 
1. 樊梦麟、西浦博、Estimation of the relative advantages of the susceptibility and 

transmissibility of the Omicron variant (B.1.1.529) compared with the Delta variant 
(B.1.617) in Japan, 2021–22、第４回研究交流サロン、2024 年 9 月、国内 

2. Thein Min Swe, Mayu Nagata, Yuta Okada, Hiroshi Nishiura, Causal inference of non-
pharmaceutical interventions during the COVID-19 pandemic in Japan, 2020-21, The 
83rd Annual Meeting of Japanese Society of Public Health, Sapporo, Japan, 2024.10.30, 
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Domestic 
3. Tianwen Li, Seiko Fujiwara, Hiroshi Nishiura, Habitual Mask Wearing as Part of COVID-

19 Control in Japan: An Application of Game Theory, The 83rd General Meeting of the 
Japanese Association of Public Health, Sapporo, Japan, 2024.10.30, Domestic 

4. 小林鉄郎、西浦博、2024 年 3 月に発生した麻疹アウトブレイクの理論疫学的分析、第

83 回日本公衆衛生学会総会（札幌市）、2024 年 10 月、国内 
5. Qiao Jiaying, Okada Yuta, Nishiura Hiroshi, Quantifying COVID-19 Reinfection rate and 

Ascertainment Bias in Japan. The 83rd Annual Meeting of Japanese Society of Public 
Health, Hokkaido, Japan, 2024.10.30,国内 

6. 雨宮 優理、西浦 博、新型コロナウイルス感染症に対する治療薬投与のタイミングの最

適化、第 83 回日本公衆衛生学会総会（北海道）、2024 年 10 月、国内 
7. ZHANG TONG、西浦 博、わが国における第１波～第６波の COVID-19 死亡リスクと

診断バイアスの推定、第 83 回日本公衆衛生学会総会（札幌市）、2024 年 10 月、国内 
8. 永田万結、岡田雄大、西浦博、予防接種前における新型コロナウイルス感染症流行時の

マスク着用の人口レベルの効果推定、第 83 回日本公衆衛生学会総会（札幌市）、2024
年 10 月 30 日、国内 

9. 樊梦麟, 西浦博、わが国の自衛隊員の年齢構成の捕捉と予測、第 83 回日本公衆衛生学

会総会（北海道）、2024-10-29～10-31、国内 
10. 松岡勇人、西浦博、日本における接触確認アプリを用いた新型コロナウイルス感染症の

伝播動態の探索、第 83 回日本公衆衛生学会総会（北海道）、2024-10-29～10-31、国

内 
11. Hiroshi Nishiura,Monitoring the immune landscape against rabies in domestic dogs, 

Japan, Joint Meeting of Population Ecology and Taiwan-Japan Ecology Workshop,2024
年 11 月 16 日 

12. Yuri Amemiya, Hiroshi Nishiura, Estimation of the population dynamics of feral dogs and 
stray dogs in Japan, The Joint Meeting of the 40th Annual Meeting of the Society of 
Population Ecology and the 7th the Taiwan-Japan Ecology Workshop, Okinawa, Japan, 
2024.11.15, Domestic 

13. Qiao Jiaying, Okada Yuta, Nishiura Hiroshi, Epidemiology of human papilloma virus 
infection and associated cancers: A mathematical modelling study. The 35th Annual 
Meeting of Japan Epidemiological Association, Kochi, Japan, 2025.02.14,国内 

14. Tianwen Li, Seiko Fujiwara, Hiroshi Nishiura, Habitual Mask Wearing as Part of COVID-
19 Control in Japan: An Application of Game Theory, The 35th Annual Meeting of the 
Japanese Epidemiological Association, Kochi, Japan, 2025.02.13, Domestic 

15. 西浦 博、樊梦麟、わが国の自衛隊員の年齢構成の捕捉と予測、第 35 回日本疫学会総

会（高知市）、2025 年 2 月、国内 
16. Thein Min Swe, Mayu Nagata, Yuta Okada, Hiroshi Nishiura, Causal inference of non-

pharmaceutical interventions during the first three waves of COVID-19 in Japan, 2020-
21, The 35th Annual Meeting of the Japanese Epidemiological Association, Kochi, 
Japan, 2025.02.13, Domestic 

17. 藤原聖子, 西浦博. 新型コロナウイルス感染症オミクロン株に対する予防接種の二次

感染予防効果の推定：家庭内伝播データの統計分析. 第 35 回日本疫学会学術総会, ポ
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スター発表, 2025 年 2 月, 国内 
18. 雨宮優理、小林鉄郎、西浦博、日本における 2024 年 2－3 月の麻疹アウトブレイクの

疫学的分析、第 35 回日本疫学会学術総会 （高知）、2025 年 2 月、国内 
19. ZHANG TONG、QIAO JIAYING、林 克磨、西浦 博、COVID-19 パンデミックによる

超過死亡のメカニズムの分解研究、第 35 回日本疫学会総会（高知市）、2025 年 2 月、

国内 
20. 林克磨、藤本万里恵、西浦博、気候変動化における国内のデング熱感染症流行の潜在的

リスク推定、2025 年疫学会（高知県松江市）、2025 年 2 月、国内 
21. 永田万結、岡田雄大、西浦博、日本のワクチン導入前時期における新型コロナウイルス

感染症流行に対する マスク着用推奨の効果推定、第 35 回日本疫学会総会（高知市）、

2025 年 2 月 13 日、国内 
22. 三山豪士, Thein Min Swe, Hao-Hsuan Olivia Lin, 澤井宏太郎, 岡田雄大, 西浦博、2015-

2016年にアンゴラで発生した黄熱流行におけるワクチン接種と刺咬対策の後ろ向き評

価、第 35 回日本疫学会学術総会（高知市）、2025 年 2 月、国内 
23. 林陽香、西浦博、COVID-19 の致死率に関する統計モデリング：分割時系列解析、高知、

2025/2/13 
24. 三山豪士, 西浦博、コロナ禍における大阪府内の地域間移動量と RS ウイルス感染の空

間的拡散の分析、第 95 回日本衛生学会学術総会（埼玉市）、2025 年 3 月、国内 
 
６－５．新聞／TV報道・投稿、受賞等 
 
（１）新聞報道・投稿（  9 件） 
1. 西日本新聞 me、『'政府のコロナ対応、不十分な検証に危機感' 西浦博・京都大

教授に聞く』、2024/1/15、西浦博 
2. 香港ポスト、『香港の仕事人 第 91 回 感染症専門家その２（日本編）』、

2024/2/10、西浦博 
3. NHK、『“危機感が伝わらない”新型コロナ 専門家たちの闘い、2024/3/29、
西浦博 
4. 朝日新聞、『新型コロナ第 11 波拡大中 京大の西浦教授が対策呼びかけ』、

2024/7/25、西浦博 
5. 産経ニュース、『新型コロナ第 11 波が本格化 経済負担や熱中症が追い打ち、

救急・医療も逼迫』、2024/7/26、西浦博 
6. 読売新聞、『止まらぬコロナ感染拡大「第１１波突入」…免疫効きにくい新変異

株が主流に』、2024/7/27、西浦博 
7. 医療記者岩永直子のニュースレター、『新しい亜系統「KP.3」に置き換わり、新

型コロナ急増中 データと独自の推定で見る現状は？』、2024/7/4、西浦博 
8. 医療記者岩永直子のニュースレター、『猛威を振るう季節性インフルエンザ、今

シーズンの特徴は？』、2024/12/30、西浦博 
9. 医療記者岩永直子のニュースレター、『流行が始まっている新型コロナウイル

ス、新しい株の特徴は？インフルとの同時流行は？』、2024.12.31、西浦博 
 
（２）受賞（ 0  件） 
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（３）その他（ 0  件） 
 

 
６－６．知財出願 
（１）国内出願（ 0  件） 
（２）海外出願（ 0 件） 
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